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研究成果の概要：本研究は、今後一層進展すると思われる東アジアにおける地域貿易の進展が、

各国の食料、農業、農村、環境及び地域経済にどのような影響を与えるかを経済学的視点から

研究したものである。研究の結果、地域貿易の進展に加えて安全性という食料の新たな品質側

面が、各国の生産、流通、消費に影響を及ぼし、それが貿易構造にもフィードバックする可能

性のあることが浮き彫りとなった。今後は、食料供給という観点から、東アジア圏における食

料産業クラスターの形成を展望すべきである。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度  5,200,000 1,560,000 6,760,000 

2007 年度 4,200,000 1,260,000 5,460,000 

2008 年度 3,800,000 1,140,000 4,940,000 

年度  

  年度  

総 計 13,200,000 3,960,000 17,160,000 

 
研究分野：農学 
科研費の分科・細目：農業経済学・農業経済学 
キーワード：東アジア、ＷＴＯ，ＦＴＡ，ＥＰＡ，地域内貿易、産業クラスター 
 
１．研究開始当初の背景 

東アジアは、地理的な近接性、経済的な相
互補完性、経済面での協力の進展及び人的交
流の増加に伴い、相互に経済・貿易の重要な
パートナーとなり、地域の問題及び国際問題
における協調と協力を間断なく強化してき
ている。 

しかし、ＷＴＯや今後予想されるＦＴＡに
よる東アジアの地域貿易の進展は、長期的に
みれば東アジア全体の安定と繁栄及び平和
の実現に貢献するものであるが、短期的にみ
ると、東アジアのそれぞれの食料、農業、農
村及び環境に強い影響と混乱をもたらす可

能性がある。 
 
２．研究の目的 
本研究では、 
（１）東アジアで進展している地域内貿易が、
東アジアの食料・農業・農村・環境及び地域
経済にどのような影響を与えているのか、東
アジアの研究者が合同実態調査と数量分析
に基づいて実証的に分析する。 
（２）今後、東アジア地域内において、多様
な農業を存続させるための条件を、東アジア
の研究者が共同で解明することを課題とす
る。 
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３．研究の方法 
（１）各国の貿易政策の分析と実態調査を通
じて、東アジアの食料、農業、農村、環境、
地域経済に与える影響を明らかにする。その
際、研究分担者ごとに、重点課題、重点地域
を設定することが特徴である。 
（２）東アジア圏域は、日本、中国、韓国、
台湾を念頭に置いているが、その相互関係と
ともに近隣アジア地域の途上国も研究対象 
としている点に特徴がある。 
（３）研究分担者以外に、東アジア各国の大
学研究者を研究協力者に加えており、各国で
の現地調査と実証データ収集がスムーズに
とれる体制を構築している。 
 
４．研究成果 
（１）アジアの穀物貿易の影響について分析
した。2008 年の国際穀物価格は原油価格の高
騰と共に上昇し、ニューヨーク市場の原油価
格とシカゴの穀物相場は日々お互いに連動
した動きを示した。この現象は米国政府がエ
タノールの販売に補助金を施したことに端
を発したものであるが、原油価格の高騰と共
に、大豆油もディーゼルの生産に利用される
ようになり、ダイズの価格さえも原油価格と
連動するようになった。さらに、コメとコム
ギにおいても、エタノール生産に活用される
量は少ないものの、穀物間での代替性がある
ことから、シカゴのコメとコムギの相場は結
果的には原油価格との連動性が強く表れる
こととなった。 
 こうした中、中国は 2008 年が北京オリン
ピックの開催年であったことも影響し、国内
価格の平静を保つためとして輸出制限を行
った。また、近年急激に増大している中国の
ダイズ輸入量は 2008 年の高価格にもかかわ
らず前年の 3,800 万トンに比べ 200 万トン減
少した。その一方で、ダイズの国内価格の上
昇は国内生産の増加を促した。 
 このように、穀物の価格高騰は輸入のウェ
ートが大きい東アジア諸国では 2008 年のよ
うな一時的な価格高騰においては輸入を急
激に抑えることは不可能であるが、高価格が
長期にわたることになれば、輸入がより大き
く減少し、国内生産がさらに拡大されること
が示唆された。 
（２）日本産農産物の高品質を背景とした輸
出構造について分析した。日本からの果物輸
出の FOB 価格には、輸出先により恒常的な差
が存在することを明らかにした。りんご、ぶ
どう、いちごを対象とし、輸出先国に台湾、
タイ、シンガポールを取り上げた。財務省の
貿易統計を用い、2007 年 1 月から 2008 年 10
月までの月別の平均 FOB 価格を計算した。輸
出実績のあった月はどの品目もタイが台湾
を上回っている。タイまでの輸送距離は長い
ため、船賃を含む C&F 価格の差はさらに広が

ることになる。タイの小売段階では相当に高
い価格となり、購入できるのはごく少数の消
費者に限られてくると考えられる。品質の差
にも留意する必要はあるが、タイのように
FOB 価格の高い国への輸出にはまだまだ参入
の余地が残されているといえるであろう。 
（３）食品安全の問題は、消費者の生活を損
ねるだけではなく食料産業の発展や市場競
争力にも影響する波及効果の大きな問題で
ある。そこで 2008 年 9 月に中国で発生した
いわゆる「粉ミルク問題」を例に取り、牛乳
の食品安全に対する消費者意識や購入頻度
等に及ぼした影響を，問題発生の前後に北京
で実施した２回のアンケート調査に基づい
て明らかにした。また、「粉ミルク問題」が
中国政府の食品安全政策に及ぼした影響を
中国語資料等の収集・分析により明らかにし
た。その結果、この問題の発生により牛乳の
安全性に疑問をもつ消費者の割合の増加、牛
乳購入時の頻度・量の減少の傾向が見られた。
また、食品安全法の整備など国を挙げた食品
安全管理体制づくりが進みつつあることも
確認された。「粉ミルク問題」は、日本のみ
ならず世界中に大きな衝撃を与えたが、今後
の中国における食料の安全確保の転機とな
る可能性が示唆された。 
（４）中国酪農の主産地である内モンゴルの
生産構造と流通システムの分析を行なった。
①零細な酪農家は搾乳施設を持たず、牛を移
動させて搾乳する「搾乳ステーション」が急
速に普及している。②酪農家の生乳取引形態
は 5分類できるが、合作社乳牛養殖小区と大
規模酪農団地は大規模乳牛メーカーと契約
しており、全体の約半数を占める。③大規模
乳業メーカーの寡占化が強まり、搾乳ステー
ションを設立してインテグレートするケー
スが増えているが、個人の搾乳ステーション
も設立されており、今後も搾乳ステーション
が生乳流通システム発展の重要なポイント
となると考えられる。 
（５）食品の安全性を強化する中国の卸売市
場等流通システムの分析を行なった。中央政
府は卸売市場と小売市場の再編について、緑
色卸売市場と緑色小売市場の基準を策定し
た。一方、地方政府が各地域の状況に対応し
て作った標準化卸売市場と標準化菜市場は、
緑色市場への再編過程の 1つの段階として位
置付けられる。 
基準の内容はそれぞれ異なるが、入場検査

と情報履歴の記録が共通点となっている。つ
まり、卸売市場と小売市場の再編に通し、食
品の情報履歴システムが構築している。 
また、標準化菜市場の再編は、スーパーと

の競争を一層激化させる可能性が高いと見
られる。スーパーとの競争は、自由菜市場の
再編をさらに促進すると考える。 
（６）現在，韓国は北東アジアの貿易拠点と



なるため，積極的に FTA ネットワーク戦略を
推進している． 

韓米 FTA もその一環として位置付けられ，
その影響予測に関しては，韓国国内の牛肉と
豚肉の市場が非常に大きな影響を受けると
いう分析結果が韓国農村経済研究院(KREI)
から発表され，韓国の畜産農家の間には不安
感が広まっている．しかし，KREI の分析には
いくつかの問題点があり，適切な影響予測が
行われているとは言い難い． 

したがって，本研究では，その問題点を克
服しうる複数財の国際貿易空間均衡モデル
を用いることにより，韓米 FTA が韓国の牛肉
市場および豚肉市場に与える影響について
計量的に分析し，今後の韓国の畜産農家に対
する支援の方向性について検討を行った． 

その結果，韓米 FTA による影響は，相対的
に牛肉のほうが大きく，結果として牛肉生産
者が大きな被害を受けることとなる．したが
って，牛肉生産農家に対して優先的に支援対
策を行う必要があることが明らかとなった． 
（７）アジアにおける食料消費パターンと消
費者のコメ購入意識・行動との関連性を分析
した。本研究を通じて、①アジア各国の食料
消費パターンは台湾、日本の脂質多投・米低
依存型食料消費パターンとタイ、ベトナムの
炭水化物多投・米依存型食料消費パターンに
分類できることが明らかになった。次に②ク
ラスター分析では、脂質多投・米低依存の国
では消費者のコメ購入における節約的意識
の低下と、その一方での多様な価値観の形成
を示唆する結果が示された。また③CHAID
分析では、脂質多投・米低依存の国では、米
依存度の高い国で明確に見られた価格によ
る節約上手な消費者層の識別は困難になり、
品種や香りを通じて美味しい物を食べたい
消費者層が識別されることが明らかになっ
た。また、健康や安全・安心に関わる価値感
は多様な属性によって識別され、しかもその
属性と価値観の関係性は弱いことが示され
た。 
（８）東アジアに隣接する経済圏のベトナ
ム・メコンデルタ地域における大豆生産の技
術的効率性と貿易との関連を中心に分析し
た。確率的フロンティア関数を用いた技術効
率性の分析では、技術効率性は平均で 73.9％
と比較的良好であったが、規模拡大にともな
い技術効率性は低下する傾向が見られた。そ
の結果、資源配分の効率性は平均で 51.5％と
なり、経済効率性は平均で 38.0％と低くなっ
た。このことより、現状のやり方で単に規模
拡大を行うだけでは農家所得は改善された
め、規模に応じた適正技術や生産要素の使用
が重要であり、そのためには普及活動や生産
要素市場に関する農家への情報伝達の必要
性が明らかになった。 
 他方、大豆生産と貿易との関連を政策分析

行 列 法 （ policy analysis matrix method: 
PAM）用いて検討した結果、国産大豆は海外
産大豆に対して比較優位を持つこと、ベトナ
ム政府の大豆政策はほとんど積極的な効果
をもたらしていないこと、肥料価格の低下に
よって農家所得はかなり改善されること等
が明らかになった。 
（９）「食」を中心とした産業（農業、水産
業、食品工業、外食産業）の集合体である「フ
ードシステム」が地域経済に果たす役割につ
いて、マクロ経済学的視点から評価する手法
について分析した。即ち、福岡県・宮崎県を
事例として、県の平成 12 年産業連関表に基
づき、農水産物、食料品の県経済における移
出入を含めたフローを整理し、産業連関分析
の手法によって移輸入分を控除したフード
システムの自給率を計測、県経済に占めるフ
ードシステムの位置づけを明らかにした。 
 また、フードシステム産業の生産の変動が、
県経済に与える直接・間接の波及効果につい
ても産業連関分析の手法により計測し、地域
経済の活性化を評価する手法の開発に貢献
した。さらに、市町村民経済計算によって、
県経済への波及効果が市町村に及ぼす影響
についても計測可能な手法を提案、福岡県の
市町村を対象に具体的な計測を試みた。 
（10）東アジアにおける FTA・EPA 促進や
WTO での市場アクセス拡大等に「備える」
ため水田・畑作経営所得安定対策が開始され
た。福岡県における加入状況（2008 年度，合
計 1,669 経営体）を見ると，集落営農等の組
織 471 経営体が構成員農家戸数（推計）ベー
スで 94％，作付計画面積ベースでも水稲
60％，麦 72％，大豆 82％を占めた。しかし
これらのうち法人化しているものは 90 にと
どまり，特定農業団体（22）とそれに準ずる
組織（359）がいまだ大半をなす。県農政は
これら非法人の集落ぐるみ的組織を法人化
をへて少数の主たる従事者が作業と経営管
理を集積する「担い手型法人」へと再編する
構想を描いているが，集落営農の法人化が顕
著に進んでいる A 市の大規模「担い手型法
人」と評価されているB法人の実態を見ても，
広範な農作業を地権者に再委託し，収益も事
実上個別構成員の出荷量に応じて配分して
いる。農政の描く「集落営農の効率的・安定
的経営体への再編」路線と現実の構造変化の
条件・実態との乖離はいまだ大きいと言わざ
るを得ない。 
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